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第21期第21回高知県内水面漁場管理委員会議事録

１ 開催日時 令和６年９月 19日（木） 14 時 00 分から 14 時 43 分

２ 開催場所 高知市本町５丁目３－20 高知県共済会館 ３階 「藤」

３ 出席委員 林田千秋、筒井一水、大木正行、堀澤 栄、島崎 章、西脇亜紀、川村寛

二、百田美知（計８名）

欠席委員 山下慎吾、御処野誠

署名委員 筒井一水、堀澤 栄

県出席者 水産振興部 西山副部長

漁業管理課 浜渦課長、飯田副参事

事務局 木村書記長、占部書記、岡内書記

４ 審議事項

第１号議案 第五種共同漁業権の変更の免許について

第２号議案 うなぎ稚魚漁業の許可方針の変更について

第３号議案 うなぎ稚魚漁業の制限措置の変更について

第４号議案 うなぎ稚魚漁業の許可の基準の変更について

５議事内容

木村書記長

林田会長

西山副部長

定刻となりましたので、ただ今より第 21回高知県内水面漁場管理委員

会を開催いたします。

本日、第２号議案については追加資料がございます。ご確認をお願い

します。

それでは本日の会議に移ります。委員定数 10 名の内、出席委員は８名

で、高知県内水面漁場管理委員会会議規則第４条により会が成立してい

ることをご報告いたします。

では、会長、お願いいたします。

それでは、第 21回高知県内水面漁場管理委員会を開催いたします。

まず、はじめに水産振興副部長さんからあいさつをお願いします。

みなさん、こんにちは。水産振興副部長の西山でございます。本来は

部長の濵田がご挨拶を申し上げるところですが、本日県議会が開会しま

して、その対応にあたっていますので、私が変わりまして開会にあたり

まして、ごあいさつを申し上げます。

皆様方におかれましては、ご多用のところ、ご参加いただきまして、

誠にありがとうございます。

さて、県ではあゆの価値を再認識し、地域や観光の振興につなげると

いった目的であゆ王国高知振興ビジョンを推進しているところでござい
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林田会長

ますが、その中の今年の大きな取組の１つとしまして、今年は釣り具メ

ーカー主催のあゆ釣り全国決勝大会が８月 23 日から 25 日にかけて仁淀

川で開催されましたところでございます。非常に盛況で終わったという

ことで、関係者の皆様のご協力を頂きまして、全国決勝大会を無事に行

うことができましたこと、本県のあゆの PRになりましたことを感謝申し

上げる次第でございます。本当にありがとうございました。

本日は、議案が４件ございます。

第１号議案の「第五種共同漁業権の変更の免許について」は、令和６

年１月 16日に調整規則が改正され、調整規則上では県内のあゆの解禁日

が５月 15日に統一されたところでございます。現在、内水面の第五種共

同漁業権のあゆ漁業時期が多くの河川で６月１日又は７月１日となって

いますので、それを５月 15 日に免許の内容を変更するという提案で、ご

審議をいただくものとなっております。

第２号議案は「うなぎ稚魚漁業の許可方針の変更について」、第３号議

案は「うなぎ稚魚漁業の制限措置の変更について」、第４号議案は「うな

ぎ稚魚漁業の許可の基準の変更について」と一連の議案となっており、

うなぎ稚魚の知事許可漁業における取扱等の変更についてお諮りするも

のでございます。これらの変更については、内水面漁業、海面漁業、養

鰻の皆さま、取締り機関等の関係者との意見交換などを踏まえて検討し

たもので、主に違法な採捕行為や非正規流通の防止を主な目的とした見

直しを行っております。

加えまして、９月 10日付けで水産庁長官名で技術的助言という文書が

出されておりまして、これは毎年、関係都道府県に出される者でござい

ますが、内容についてはシラスウナギの許可の運用について、こうする

べきだという水産庁の姿勢が示されるものでございますが、９月 10 付け

で出された今年の文書にも今回の見直しは沿ったものであることを申し

添えいたします。

詳細については、後程、事務局からご説明しますので、十分なご審議

をよろしくお願いします。誠に簡単ではございますが、開会の挨拶とい

たします。

どうかよろしくお願いいたします。

ありがとうございました。

本日の欠席委員は、山下委員、御処野委員の２名です。

続きまして、議事録署名委員についてですが、本日の議事録署名委員

は、筒井委員、堀澤委員にお願いします。

それでは議題に入ります。

第１号議案 第五種共同漁業権の変更の免許について を議題としま
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占部書記

す。事務局からの説明を求めます。

第 1号議案「第五種共同漁業権の変更の免許について」を議題としま

す。

それでは、第１号議案について「第五種共同漁業権の変更の免許につ

いて」、事務局からご説明をさせていただきます。

表紙をめくった１ページの諮問文を朗読させていただきます。６高漁

管第 494 号。高知県内水面漁場管理委員会様。内水面における第五種共

同漁業権の変更について、令和６年６月 28日付け高知県告示 436 号に基

づく申請がありましたので、漁業法第 76 条第３項で準用する同法第 70

条の規定により諮問します。令和６年９月９日。高知県知事濵田省司。

次の２ページをご覧ください。

１の高知県漁業調整規則の改正についてですが、令和６年１月 16 日に

高知県漁業調整規則が改正され、施行されております。改正内容は、あ

ゆの採捕禁止期間の終期を県内全ての河川で５月 15 日に変更していま

す。

次に、２の内水面漁場計画の変更についてですが、先ほどの漁業調整

規則の改正に伴い、第五種共同漁業権に係る内水面漁場計画のうち、あ

ゆの漁業時期の始期が６月１日又は７月１日となっている 13 件につい

て、始期を５月 15日に変更しました。

また、この漁場計画の変更の告示では、変更の免許申請期間を令和６

年７月５日から同年８月 19日までとしました。

次に、３の漁業権の変更についてですが、先ほどの変更の免許申請で、

漁場計画を変更した河川に関係する全ての漁協から 13件の申請があり、

受付をしております。

本日はこの変更の免許について、内水面漁場管理委員会に諮問し、ご

審議をしていただきます。また、答申をいただきましたら、令和６年 10

月１日に免許をする予定としています。

７ページをご覧ください。

漁業権変更に関する漁業法の規定をこちらに抜粋しております。一番

下の枠囲みを見てください。

「漁業権を分割又は変更しようとする者は、都道府県知事に申請して、

その免許を受けなればならない」と規定されております。第３項では、

変更の場合において、第 70 条及び第 71 条の規定を準用することとなっ

ており、第 70 条は１番上の枠囲みで、申請があったときは内水面漁場管

理委員会の意見を聴くことが規定されております。

また、第 71 条は上から２番目の枠囲みで、免許をしない場合の規定が

されており、適格性を有しない者には免許できないことが規定されてお
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林田会長

林田会長

林田会長

ります。

適格性については、次の枠囲みで、第 72条第２項第２号の適格性を有

する必要があります。適格性の内容は、関係地区内に住所を有し、１年

に30日以上当該河川において水産動植物の採捕又は養殖する者の属する

世帯の数のうち、組合員の属する世帯数が３分の２以上であることが要

件とされています。

６ページをご覧ください。

漁業権の変更についての申請が 13件あり、右端の覧をみてください。

適格性を有することを証する書類については全ての漁協から提出されて

おり、13 件全て、第 72条第２項第２号の適格性を有することを確認して

おります。

３ページをご覧ください。

３から５ページが告示案となっており、本日答申をいただきましたら、

先ほどの 13 件の変更の免許の告示を行いまして、令和６年 10 月１日に

免許を行う予定です。なお、県公報に登載する際の内容変更を伴わない

ような文言の修正等が行われる場合は、事務局に一任していただきます

よう、お願いいたします。

最後に、参考資料としまして、８から９ページに変更した内水面漁場

計画を参考につけております。以上でご説明を終わります。ご審議のほ

ど、よろしくお願いいたします。

ただ今、事務局から説明がありましたが、ご意見、ご質問はございま

せんか。

ご意見もないようでございますので、お諮りいたします。第１号議案

「第五種共同漁業権の変更の免許について」は、原案のとおり設定する

ことに、ご異議ございませんか。

（「異議なし」の声あり）

ご異議ないようですので、第１号議案は、原案が適当であると、答申

いたします。

続きまして、第２号議案「うなぎ稚魚漁業の許可方針の変更について」、

第３号議案「うなぎ稚魚漁業の制限措置の変更について」、第４号議案「う

なぎ稚魚漁業の許可の基準の変更について」は関連していますので、一

括して議題とします。

事務局からの説明を求めます。
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占部主幹 それでは、事務局からご説明をさせていただきます。第２号議案の「う

なぎ稚魚漁業の許可方針の変更について」、第３号議案の「うなぎ稚魚漁

業の制限措置の変更について」、第４号議案の「うなぎ稚魚漁業の許可の

基準の変更について」は内容が一部重複しますので、まとめてご説明を

させていただきます。

それでは資料２をお手元にご準備ください。第２号議案の「うなぎ稚

魚漁業の許可方針の変更について」をご説明します。

表紙をめくった１ページの諮問文を朗読させていただきます。

６高漁管第 492 号、令和６年９月９日。高知県内水面漁場管理員会会

長 林田千秋様。高知県知事 濵田省司。うなぎ稚魚漁業の許可方針に

ついて。高知県漁業調整規則第４条第１項第２号に掲げるうなぎ稚魚漁

業の許可方針を変更したいので、貴会の意見を伺います。

まず、資料２の構成につきまして、ご説明いたします。

資料２の１が許可方針（案）、資料２の２が許可方針の新旧対照表、資

料２の３が許可方針の変更の概要、本日配布させていただきました資料

２追加資料となっております。

資料２の３をご準備ください。

２ページをご覧ください。

まず、許可方針の変更の概要についてご説明する前に、令和５年度、

前年度のうなぎ稚魚漁業の実績についてご説明をさせていただきます。

前年度の漁期については令和６年１月１日から３月 31日となっており、

２つめの丸の許可数の表を見てください。許可数については、上限が操

業地区 44地区に許可数が 115 件、従事者数が 2,477 人となっていました

が、実際に許可した件数は 44 地区に 45 件、従事者が 2,441 人でした。

３つめの丸の採捕量、集荷量、販売量の表を見てください。左の採捕

量については１月から３月までの合計は 205.4kg となっており、採捕量

上限の 600.3kg には達しておりません。そのため、前年度の漁期に採捕

停止を発出するようなことはありませんでした。

過去の採捕量の推移を左下図に示しておりまして、前年度の採捕量は

205kg で、過去５年平均より多いという状況でした。

次に右下の枠囲みをご覧ください。違法採捕等の状況についてですが、

令和５年 12 月１日にシラスウナギが特定水産動植物に指定され、厳罰化

となったにもかかわらず、12 月以降も依然として違法採捕、非正規流通

の通報が多数寄せられ、検挙される事案も発生しております。通報内容

としましては、漁業従事者でない者の採捕であったり、集出荷する者が

別の操業区域や別の許可者の漁業従事者から集荷したり、漁期以外の採

捕をしたりという内容でした。

こちらは昨年度から許可漁業化しましたうなぎ稚魚漁業の許可の概略
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となっております。左上の１の令和５年度の知事許可漁業への移行と令

和６年度の方針についてを見てください。

令和５年 12 月１日にシラスウナギが特定水産動植物に指定され、採捕が

可能な場合は、許可漁業又は漁業権に基づいて漁業を営む場合となって

おります。そのため、昨年度の令和５年度にシラスウナギの採捕を特別

採捕許可から知事許可漁業に移行しました。

令和６年度は、昨年度に策定した許可方針等を違法採捕及び非正規流

通の防止の観点から見直しを行うこととしております。

２のうなぎ稚魚漁業の許可の申請と発給をご覧ください。許可を受け

ようとする者は実際にシラスウナギを採捕する人である「漁業従事者」

と採捕したシラスウナギを集荷する「集出荷する者」を構えていただき、

高知県に許可申請をしていただきます。

①の許可の申請については、「県内に住所を有する個人又は法人」、「操

業区域の漁業権者の同意」、「操業区域に隣接する内水面漁協の同意」を

全て満たした者となります。

②の許可の発給については、操業区域ごとの許可すべき数に応じて許

可することになります。許可すべき数の上限を上回る申請があった場合

には「うなぎ稚魚漁業の許可の基準」で許可を受ける者を決定していき

ます。基準の優先順位についてですが、更新する者が優先される内容と

なっております。

右四角の３のうなぎ稚魚漁業によるシラスウナギ採捕、集荷、販売を

ご覧ください。こちらは実際のシラスウナギのながれを示しています。

漁業従事者が採捕したシラスウナギは集出荷する者が集荷し、許可を受

けた者が県内外の養鰻事業者に販売します。採捕量、集荷量、販売量は

全て県に報告するようになっております。また、県ではこの報告が正し

く報告されているかを立ち入り検査を実施することもあり、前年度では

複数件の検査を実施しております。以上が、前年度に策定したうなぎ稚

魚漁業の許可の概略となっております。

次に、最後の８ページをご覧ください。

こちらはうなぎ稚魚漁業のスケジュールとなっております。令和６年

６月までに昨年度の漁期の取締機関や関係者の意見をお聞ききしたうえ

で、許可制度の課題抽出を行い、令和６年度の許可方針の素案を作成し

ました。令和６年８月 9日に令和６年度許可方針見直しに係る意見交換

会としまして、内水面、海面、養鰻の関係者、令和５年度の許可を受け

た者等との意見交換をしました。意見交換では、違法採捕と非正規流通

の防止、うなぎ資源を増やす取組についてのご意見をいただきました。

次に意見交換を踏まえて許可方針の案を作成しまして、内水面漁連組

合長会での説明を行いました。その会でも、違法採捕と非正規流通の防



7

止、うなぎ資源を増やす取組についてのご意見をいただきました。さら

に、許可方針と基準の案については、令和６年８月 20 日から同年９月８

日までの 20 日間に意見公募、パブリックコメントを行いました。この意

見公募の結果と回答についてご説明いたします。

本日の資料２追加資料の１ページをご覧ください。

提出された意見は１名から１件で、内容は操業区域の見直しに関する

ものでした。ご意見についてですが、「漁業者の高齢化や他漁業の収入が

減少しており、うなぎ稚魚漁業の操業区域を拡大させ、シラスウナギの

漁獲量を増やすことで、漁師の収入を増やしたい」とのご意見でした。

これについて、県の回答の案としまして、「操業区域の変更にあっては、

資源への影響及び漁業調整上の問題がないかなどを確認のうえ、検討す

ることが必要となります。うなぎ稚魚漁業は昨年度に許可漁業化したも

のですので、漁獲量を増やしたいという理由のみで、短期間で区域を変

更することは適切と言えず、今後、複数年間のうなぎ資源や漁業、取締

りの状況などを踏まえて変更が必要であれば、操業区域の変更を含めて

検討するべきものと考えております。

なお、今回の許可方針の変更にあたっては、漁業取締りに支障がある

区域を整理するために、一部操業区域を見直しています。」

意見公募の結果と回答の案をご説明をさせていただきました。

資料２－３の８ページのスケジュールにお戻りください。意見交換会

と意見公募を踏まえまして、許可方針、許可の基準、制限措置の変更案

を作成しまして、本日、内水面漁場管理委員会に諮問させていただきま

す。

１ページにお戻りください。令和６年度の許可方針の変更についてご

説明させていただきます。まずは、許可方針の主要な部分については変

更しておりません。

変更していない主要な部分についてですが、採捕量の上限は県内採捕

量 600.3kg、国全体で 21.7 トンとなっており、漁業時期は１月１日から

３月 31 日までの約 90 日間、操業区域は 44 地区、許可数の上限は 115 件、

報告徴収は漁業法 176 条に基づく罰則付きの報告義務となっており、こ

れについては変更しません。

次に、主な変更点について、下の表に示しており、左が変更内容、右

がその理由となっております。

まず、①としまして、漁業従事者数の上限を 2,477 人から 2,441 人に

削減します。理由は適切な管理のため前年度実績を上限としています。

②としまして、前年度に許可を受けた者が更新する場合の漁業従事者数

の優先的な割当てを規定します。理由は他の知事許可漁業と同様に、許

可を受けた者が継続して漁業を営めるようにするためです。
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①と②の詳細についてですが、４ページをご覧ください。

①の漁業従事者数の上限については、従事者が多く、より一層の適正

な操業、漁業管理を行っていく必要があり、前年度の漁業従事者数の実

績を上限とするようにしております。右の表の枠囲みした奈半利、深浦、

片島の操業区域の漁業従事者数が減っています。

下の②の漁業従事者の割当てについては、前年に許可を受けた者が改

めて申請する場合には、前年の漁業従事者数を上限とし、漁業従事者数

を優先して割り当てます。具体的には、下の左枠囲みに示すように、従

事者の上限 12人の区域について、申請者 Aと Bがそれぞれ申請従事者数

を 11 人と５人を申請したとき、申請者 Aが前年度、従事者数 12 人で許

可されている場合には、申請者 Aに優先的に 11 人が割当てられ、残り 1

人が申請 Bに割り当てられます。

１ページにお戻りください。

③としまして、漁業従事者証を廃止し、標識の腕章又は旗のみの運用

に変更します。漁業従事者証は水濡れ等により破損しやすいため廃止し、

標識のみの運用とします。

③の詳細についてですが、５ページをご覧ください。

県が発行していた漁業従事者証を廃止し、操業時は許可を受けた者が

発行する標識のみを着用するものとします。右の図のように令和５年度

までは、従事者証と標識の両方を必ず携帯し、シラスウナギを採捕する

規定でしたが、令和６年度は標識のみ携帯して採捕するものとします。

これは漁業従事者証を廃止しても、標識の着用のみで漁業従事者である

ことが識別可能であるためです。また、漁業従事者証の携帯規定の廃止

について多くの従事者から意見があり、それに対応するものになります。

ただし、左下の変更理由の２にありますように、標識が漁業従事者を唯

一識別するためのものであることから、偽造による違法採捕が横行する

可能性があるため、標識の複写、貸与、譲渡を禁止します。

さらに、標識の偽造防止と標識で漁業従事者の本人確認ができるよう

に、右下の図に示すように、標識には「うなぎ稚魚漁業許可」、「許可を

受けた者の氏名」、「年度」、「漁業時期」、「操業区域」、「漁業従事者の氏

名」、「漁業従事者番号」を記載し、「漁業従事者の写真」を付けることを

規定します。標識については実物を県漁業管理課に１部提出していただ

きます。

また、船舶を使用する場合には標識を旗にすることとし、これは取締

機関が船舶で採捕する漁業従事者を速やかに確認できるようにするため

に変更するものです。

１ページにお戻りください。

④としまして、漁業従事者が操業区域や条件を確認するための書類を
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新たに追加します。これは漁業従事者証を廃止するためです。⑤としま

しては、御畳瀬地区の操業区域を一部変更します。これは、漁業取締り

を円滑に行うためです。

④と⑤の詳細についてですが、６ページをご覧ください。

④についてですが、漁業従事者証の廃止に伴い、確認書を新たに追加

します。確認書には漁業従事者がシラスウナギの採捕ができる、使用船

舶、操業区域、漁業時期、条件などが記載されており、漁業従事者がそ

れを確認するための書類となっております。これらの内容については、

漁業従事者証に全て記載していましたが、従事者証が廃止となるため、

これらを確認するための書類、確認書を新たに追加することとしていま

す。確認書については携帯の必要はありません。

次に⑤としまして、御畳瀬地区を浦戸１地区と同じ地区に変更します。

これについては、右下の図に示すように、浦戸湾の外海が区域として、

浦戸１地区では認められており、御畳瀬地区で認められていません。そ

れ以外の区域は浦戸１地区と御畳瀬地区は同一となっております。その

ため、この外海の区域は、操業できる者とできない者が周辺区域で混在

しており、取締り上、支障をきたしていました。これについて対応する

ため、御畳瀬地区を浦戸１地区と同一区域に変更することとしています。

１ページにお戻りください。

⑥としまして、前年度に許可を受けていた者を優先して許可をするこ

ととしていますが、採捕報告を正しく行わなかった場合には翌年度の許

可申請を新規扱いとすることを規定します。これは、採捕報告の履行を

徹底するためです。

⑥の詳細についてですが、７ページをご覧ください。

内容についてですが、許可を受けようとする者、申請者が告示数の上限

を超えて申請した場合、許可の基準により、申請者を優先順位付けし、

許可を受ける者を決定します。その許可の基準についてですが、前年に

許可を受けた者が改めて申請したとき、つまり更新する者は、他の申請

者に優先して許可を行うことが規定されております。また、更新する者

以外の申請者、新規申請者は別に定めた要件で優先順位付けし、決まら

なければくじ引きとなっております。

許可の基準について、前年に漁業法 176 条第１項の規定に基づく報告、

採捕量等の報告を正しく行わなかった場合には、更新者であっても新規

申請者と同一の扱いとすることを規定します。採捕量等の報告を正しく

行わなかった者が、更新する者として優先的に許可を受けることは、適

切でないため、新規申請者と同一の扱いとすることとします。

１ページにお戻りください。

⑦としまして、３年間の漁獲実績がない許可区域は廃止します。これ
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は適正な漁業管理を行うためです。

⑧としまして、漁業従事者及び集出荷する者の欠格事項を追加します。

欠格事項については現在、違法採捕した場合のみとなっておりますが、

それに追加を行います。漁業監督吏員及び漁業法第 176 条の検査の拒否

等をした場合、届出されていない操業区域又は契約していない許可者の

漁業従事者からの集荷をした場合を欠格事項として追加します。これら

については、違法採捕、非正規流通を抑制するために、変更するものと

なります。以上が、前年度からの主な変更点となります。

次に第３号議案のうなぎ稚魚漁業の制限措置について、ご説明します

ので、資料３をお手元にご準備ください。

表紙をめくった１ページの諮問文を朗読させていただきます。

６高漁管第 492 号 高知県内水面漁場管理委員会様 高知県漁業調整

規則第４条第１項第２号に掲げるうなぎ稚魚漁業の制限措置を変更した

いので、同規則第 11 条第３項の規定により諮問します。令和６年９月９

日。高知県知事 濵田省司。

２ページをご覧ください。２から３ページまでが制限措置の変更の告

示案となっております。

４から７ページが新旧対照表となっており、４ページをご覧ください。

左が新、右が旧となっており、変更点は下線を引いております。

制限措置の内容は、うなぎ稚魚漁業の許可方針の第５条に掲げる漁業種

類、操業区域、漁業時期、推進機関の馬力数、操業区域ごとの許可すべ

き漁業者の数、漁業を営む者の資格となっております。これらの内容は

許可方針と同一のものですので、許可方針に変更があった場合に、制限

措置の内容も同様に変更いたします。制限措置の変更内容については、

さきほど許可方針の変更でご説明したとおりですので、ご説明を省略さ

せていただきます。

４ページの左下の許可を申請すべき期間について、ご覧ください。

制限措置に許可申請期間も入れて告示しますので、許可申請期間を令和

６年 10 月７日から同年 11 月７日とします。

以上、制限措置についてのご説明をさせていただきました。

次に第４号議案のうなぎ稚魚漁業の許可の基準について、ご説明しま

すので、資料４をお手元にご準備ください。

表紙をめくった１ページの諮問文を朗読させていただきます。

６高漁管第 492 号 高知県内水面漁場管理委員会様 高知県漁業調整

規則第 11条第５項の規定により、うなぎ稚魚漁業の許可の基準を変更し

たいので、諮問します。令和６年９月９日。高知県知事 濵田省司。

２ページをご覧ください。

２から４ページまでが許可の基準の変更案となっております。５ペー
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ジから７ページが新旧対照表となっております。６ページをご覧くださ

い。

左が新で、右が旧となっております。許可の基準は許可をすべき漁業

者の数を超える申請があった場合に、この基準により、申請者を順位付

けして、許可をする者を決めます。この許可の基準の内容については、

さきほどの許可方針の変更についてでご説明をさせていただきました。

第５条の優先順位について、下線部を見てください。前年に当該漁業の

許可を受けていた者が改めて申請したときは、他の申請者に優先して許

可を行うことが規定されていますが、この部分に漁業法第 176 条第１項

の規定に基づくうなぎ稚魚漁業の報告を正しく行わなかった者を除くこ

とを規定します。詳細については、先ほどご説明しましたので、ご説明

を省略いたします。

最後に、今後のスケジュールの案についてご説明します。資料２－３

の８ページ、最後のページをご覧ください。

中ほどをご覧ください。９月 19 日に内水面漁場管理委員会、9 月 20

日に海区調整委員委員会に許可方針、許可基準、制限措置の変更案を諮

問し、答申をいただきましたら、許可方針、許可の基準を変更し、制限

措置の変更と申請期間を告示します。先ほどご説明しましたが、申請期

間は 10 月７日から 11 月７日の間を予定しており、10月８日には「うな

ぎ稚魚漁業の許可申請の手続きに係る説明会」を開催する予定です。審

査期間は 11 月８日から 12 月１日頃で、12 月２日頃には許可を受ける者

を決定します。そして、令和７年１月１日から令和６年度の漁が開始と

なる予定です。

最後に、これらについては本日、ご答申をいただきましたら、制限措

置については県公報に登載する手続きを進めます。それに際し内容の変

更を伴わないような文言や表現方法の修正が行われる場合は、事務局に

一任していただきますよう、お願いいたします。

追加資料をご覧ください。2ページを見てください。

水産庁からの技術的助言である「令和７年漁期におけるうなぎの持続

的利用のための資源管理の推進について」を参考資料として２～10 ペー

ジにつけております。

３ページを見てください。（１）の流通適正化について、ということで、

特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律、水産流通適正化

法に令和７年 12 月１日から「うなぎ稚魚 全長 13 センチメートル以下

のうなぎ」が適用されること以外、水産庁の技術的助言に特段の変更は

ございませんでした。

以上で第２号議案、第３号議案、第４号議案についてのご説明を終わ

ります。
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林田会長

林田会長

林田会長

ただ今、事務局から説明がありましたが、ご意見、ご質問はございま

せんか。

ご意見がないようでしたら、第２号議案「うなぎ稚魚漁業の許可方針

の変更について」、第３号議案「うなぎ稚魚漁業の制限措置の変更につい

て」、第４号議案「うなぎ稚魚漁業の許可の基準の変更について」は、原

案どおり承認してよろしいでしょうか。

（「異議なし」の声あり）

ご異議ないようですので、第２号議案、第３号議案、第４号議案は、

原案が適当であると、答申いたします。

それでは、これをもちまして第 21 回高知県内水面漁場管理委員会を閉

会といたします。

委員の皆様、どうもありがとうございました。

本書は、第 21 期第 21 回高知県内水面漁場管理委員会の議事録に相違ありません。

議 長 林田千秋

議事録署名委員 筒井一水

議事録署名委員 堀澤 栄





































































































































資料２ 追加資料
■ うなぎ稚魚漁業の許可方針及び許可の基準についての意見公募結果

・意見公募期間（令和６年８月 20 日から９月８日まで）

・提出された意見数 １名から１件

No. ご意見の概要 ご意見に対する回答

１

【操業区域の見直しについて】

ž 漁業者の高齢化や他漁業の収入が減

少している。うなぎ稚魚漁業の操業

区域を拡大させ、シラスウナギの漁

獲量を増やすことで、漁師の収入を

増やしたい。

ž 操業区域の変更にあっては、資源への影響及び漁業調整上の問題がないかなどを

確認のうえ、検討することが必要となります。うなぎ稚魚漁業は昨年度に許可漁業

化したものですので、漁獲量を増やしたいという理由のみで、短期間で区域を変更

することは適切とは言えず、今後、複数年間のうなぎ資源や漁業、取締りの状況な

どを踏まえて変更が必要であれば、操業区域の変更を含めて検討すべきものと考

えております。

なお、今回の許可方針の変更にあたっては、漁業取締りに支障がある区域を整理

するために、一部操業区域を見直しています。

1



 

 

 

 

６水管第１７７６号 

令和６年９月１０日 

 

 

各都道府県の長（別記参照） 殿 

 

 

水 産 庁 長 官  

 

 

令和７年漁期におけるウナギの持続的利用のための資源管理の推進について 

 

内水面漁業の振興に関する法律（平成 26 年法律第 103号。以下「内水面振興法」という。）

第 26条に基づく農林水産大臣の許可制度のもと、うなぎ養殖業については、シラスウナギ

の池入数量の制限を行っていること及び国際的にウナギの資源管理に取り組んでいること

から、シラスウナギの採捕はこの状況を踏まえた措置を講じる必要がある。 

また、昨年 12月１日から、シラスウナギは原則として都道府県の知事許可漁業のもとで

採捕が行われるようになったこと、令和２年 12月に施行された改正漁業法（昭和 24 年法

律第 267号）に創設された特定水産動植物の採捕禁止違反の罪が昨年 12月からうなぎの稚

魚（全長 13 センチメートル以下のうなぎをいう。）にも適用され大幅に罰則が強化された

ことなどを踏まえ、許可の運用状況について点検するとともに、より一層、関係機関と緊

密な連携を図り、徹底した指導・取締りを行っていく必要がある。 

加えて、産卵に向かう下りウナギの採捕の制限を推進することとし、海面でウナギを採

捕する漁業を含めて、ウナギを採捕する漁業者の全てが資源管理に関わる体制を作ってい

く必要がある。 

以上を踏まえ、各都道府県におかれては、関係者による資源管理対策に係る話合いと検

討を加速させるとともに、令和７年漁期におけるシラスウナギの許可の運用については別

紙１、ウナギの漁獲抑制及び第五種共同漁業権対象魚種としてのウナギの増殖義務の履行

については別紙２を踏まえて対応することとして、関係者に対し指導されたい。 
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（別紙１） 

 

令和７年漁期におけるシラスウナギ採捕に係る許可の運用について 

 

１ シラスウナギ採捕数量報告の適正化について 

（１）流通の適正化について 

令和２年 12 月に特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律（令和２年

法律第 79号。以下「水産流通適正化法」という。）が成立し、令和４年 12月１日に

施行された。この法律は、違法に採捕された水産動植物の流通を防止するため、取扱

事業者間における情報の伝達並びに取引記録の作成及び保存並びに適法に採補された

ものである旨を証する書類の輸出入に際する添付の義務付け等の措置を講ずることに

より特定の水産動植物等の国内流通の適正化及び輸出入の適正化を図り、もって違法

な漁業の抑止及び水産資源の持続的な利用に寄与し、漁業及びその関連産業の健全な

発展に資することを目的とするものである。シラスウナギについては、密漁や採捕数

量の未報告・過小報告が問題となっていることから、同法における規制の対象となる

特定第一種水産動植物として令和４年４月 26日に「うなぎの稚魚（全長 13センチメ

ートル以下のうなぎをいう。）」が指定されており、令和７年 12 月 1日から適用され

ることとなっている。 

採捕数量の未報告・過少報告の要因については、これまで密漁だけではなく、特別

採捕許可の運用において、採捕数量の上限が自県の池入数量を下回るほど過度に制限

されているなど、正確な採捕数量の報告が行われにくい規制をしていることが指摘さ

れてきた。このため、漁業の許可（以下「知事許可」という。）への移行に当たって

は、水産流通適正化法における規制（届出、漁獲番号の伝達及び取引記録の作成・保

存）の運用も見据え、採捕・流通の実態を踏まえて、知事許可のもとで適正な報告が

行われるよう必要に応じた運用の改善を図るべき旨を指摘してきており、これを踏ま

えて多くの県において規制の見直しが行われているが、令和６年漁期のシラスウナギ

採捕報告においても、池入量報告との間に引き続き 2.0トンの乖離が見られている。 

（２）適正な運用を図るために講ずるべき措置について 

令和７年漁期（令和６年 11月１日～令和７年 10 月 31日）の知事許可の運用にお

いては、知事許可を得てシラスウナギを採捕する漁業を営む漁業者は、漁業者自身の

判断によってシラスウナギを販売するものであり、うなぎ養殖業への種苗供給は全国

的に行われていること、また、国内のシラスウナギの池入れ数量は、内水面振興法に

基づき上限が設定されており、当該上限を超えないように管理されていることから、

都道府県内の供給に限定する必要や採捕数量の上限を定める必要はないことに留意し

つつ、以下の項目について昨年漁期の運用の再点検を行い、制度の適正化や透明化が

不十分な場合には改善を検討されたい。また、必要に応じて「シラスウナギを採捕す

る漁業の知事許可漁業への移行について」（令和３年 10 月８日付け３水管第 1707号
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水産庁長官通知）（別紙３（参考））も参考とすること。 

①  採捕数量と出荷先ごとの出荷数量について、採捕者に対し定期的な報告が義務付

けられているか。 

②  採捕者数について管理が行き届く範囲内の妥当な人数となっているか。 

③  漁業取締りやシラスウナギの正確な採捕報告の担保のため、採捕した種苗の一次

出荷先をあらかじめ指定している場合には、その指定先への出荷が遵守されている

か。 

④  未報告及び過小報告の発生を防止するため、都道府県において指定された出荷先

への販売価格を設定している場合には、その設定価格が市場価格に鑑みて妥当であ

るか。また、価格決定の体制及びその価格が、私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律（昭和 22年法律第 54号）に抵触していないか。 

⑤  採捕数量の上限を設定している場合には、その上限設定が都道府県内の養鰻業者

への供給に限定することを目的とするものや、合理的根拠のないものになっていな

いか。 

なお、シラスウナギを採捕する漁業を漁業権の内容とする場合や特別採捕許可に基

づきシラスウナギを採捕する場合であっても、知事許可の運用に準じた措置を講ずる

ことが適当である。 

（３）その他の留意事項について 

   （２）に加え、採捕数量の報告を徹底するため、正しく報告を行わなかった者に対

しての取扱いが定まっていない場合は、当該者の許可の順位が劣後するよう許可の取

扱方針を見直すことや当該者の数だけ次年の許可の公示数を減らすこと等を検討され

たい。なお、許可の運用を見直す際には、内水面漁場管理委員会への諮問が必要とな

る場合があることに加え、採捕者、うなぎ養殖業者、内水面漁業者等で構成される協

議会を設けることなどにより、関係者間の調整を図ることについても留意することが

必要である。 

 

２ 採捕期間について 

許可の期間は、原則として、令和６年 12月１日から令和７年４月 30日までの間で設

定することとし、養殖用種苗の需要見込み量を勘案する一方で、ウナギ資源の保護に必

要な河川溯上量の確保の観点から、適切な期間を設定されたい。 

なお、土用丑の日の前後の需要期における養殖ウナギの安定供給のため早期にシラス

ウナギが必要となる場合には、採捕開始時期を 12月１日より前に設定して差し支えな

いが、漁業調整上の問題を惹起しないよう、隣接する漁場を管轄する関係都道府県と事

前に十分調整することが重要である。 

 

３ シラスウナギ採捕の停止措置について 

  日本国内における、内水面振興法第 26 条に基づく、うなぎ養殖業における池入数量の
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制限に加え、令和３年１月からは国内の池入数量が一定以上となった場合には、台湾、

韓国に対する輸出を認めることとなった。 

このことから、国内全ての養殖場のニホンウナギの池入数量が令和７年漁期の池入数

量の上限（21.7トン）に達すると見込まれる場合であって、輸出に向けられるシラスウ

ナギの需要量が満たされたと水産庁が判断し、都道府県に通知した場合には、知事がシ

ラスウナギの採捕を停止できる規定を設けられたい。 

   

４ 採捕に関する指導・取締りについて 

    シラスウナギの採捕、流通、輸出等の実態把握を行い、採捕数量報告の未報告又は過

少報告が生じないよう適切な指導を行うとともに、取締りを徹底されたい。 

    また、密漁対策として、 

 ・許可を受けた採捕者及び採捕従事者名簿の届出 

・許可を受けた採捕者及びその従事者を確認できる写真付き証明書の発行 

・現場で確認できるワッペンや帽子等の着用 

・採捕に関する記録（従事者名簿、実施計画・結果等）の簿冊の備付け 

・採捕従事者証を発行する場合には、従事者証紛失時の届出義務や従事者でなくなった

場合の回収 

等の措置を積極的に検討するべきである。 
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（別紙２） 

 

ウナギの漁獲抑制と第五種共同漁業権対象魚種としてのウナギの増殖義務の 

履行について 

 

１ 産卵に向かうウナギの漁獲抑制 

産卵のため河川から海に下るウナギの保護については、地域ごとの話合いを進めてい

ただいた結果、内水面漁場管理委員会指示や海区漁業調整委員会指示による禁漁期間の

設定、漁業者の自主的措置による禁漁期間の設定や再放流等の取組が各地で実施されて

いるものの、まだ一部の地域にとどまっており十分とは言えない。 

平成 30 年７月、全国内水面漁場管理委員会連合会と全国内水面漁業協同組合連合会が

連携して、全国の内水面において下りウナギの保護に取り組む方針を共同決議したとこ

ろであり、下りウナギの保護が確実に全都道府県で実施されるよう、未実施の都道府県

におかれては、都道府県内における関係者による話合いを更に促進されたい。 

 

２ 海面におけるウナギの漁獲抑制 

ウナギは内水面のみならず沿岸域にも生息しており、海面においてもその採捕が行わ

れている。ウナギの持続的利用のための資源管理においては、内水面のみならず海面を

含めてウナギを採捕する漁業者の全てが一定の役割を果たしていくことが必要である。 

 ついては、近年、内水面においてウナギの資源管理の取組を強化してきていることを

踏まえて、海面においても、まずは内水面における下りウナギの保護の効果を損なわな

いようにするため、再放流等による下りウナギの保護や、下りウナギを対象とした漁業

の自粛など資源管理の強化に向けて、関係者による話合いを促進されたい。 

 

３ 第五種共同漁業権対象魚種としてのウナギの増殖について 

第五種共同漁業権の免許を受けた漁業協同組合（以下「漁業権者」という。）は、漁

業法第 168条の規定により増殖を行う必要があり、ウナギを漁業権対象魚種としている

漁業権者の多くは、これまで養鰻業者等からウナギを調達してこれを放流することでこ

の増殖義務を果たしている。 

一方で、近年のニホンウナギの稚魚の不漁に伴い、池入種苗の不足を補うため、東南

アジアに生息するビカーラ種やアメリカに生息するロストラータ種等、ニホンウナギ以

外のウナギ（以下「異種ウナギ」という。）の稚魚を輸入して養殖する動きが見られて

おり、増殖義務を果たすためにこれら異種ウナギを調達・放流する可能性が生じている。 

しかしながら、ニホンウナギを対象魚種としている漁業権については、異種ウナギを

放流しても増殖義務を果たしていると言えない。 

また、このような異種ウナギが放流された場合、寄生虫や病原菌が持ち込まれたり、

生息場所や餌の競合からニホンウナギの生息が脅かされたりする危険性があることか
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ら、各漁業権者が放流によって増殖義務を果たすために養鰻業者等からウナギを調達す

る際には、異種ウナギが混入していないことを十分に確認し、異種ウナギが放流される

ことのないよう、関係者へ指導されたい。 

なお、ニホンウナギの漁獲量が長期的に低水準にあることを踏まえ、例えば、堰堤等

により移動が妨げられている滞留魚の汲上げ放流や汲下ろし放流、人工芝マットや石倉

を利用した簡易魚道の設置を行う等、従来の手法に囚われることなく、これまで以上に

増殖行為の多様化・効率化に取り組まれるよう、漁業権者に対し指導・助言されたい。 
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（別紙３（参考）） 

３水管第１７０７号 

令和３年１０月８日 

都 道 府 県 知 事 殿 

水 産 庁 長 官 

シラスウナギを採捕する漁業の知事許可漁業への移行について

 令和２年 12月１日の漁業法等の一部を改正する等の法律（平成 30年法律第 95号）の施

行により、同日漁業法（昭和 24年法律第 267号）が改正され、漁業法第 132条第１項にお

いて、悪質な密漁の対象となるおそれが大きいとして漁業法施行規則（令和２年農林水産

省令第 47号）第 41条に基づき指定する特定水産動植物の採捕を原則として禁止すること

とされた。当該禁止規定の適用が除外される場合として、漁業法第 132 条第２項では、漁

業の許可を受けた者が当該許可に基づいて漁業を営む場合等が規定された。この特定水産

動植物には令和３年 10月時点であわび、なまことともにうなぎの稚魚（全長 13センチメ

ートル以下のうなぎ）が指定されており、うなぎの稚魚については令和５年 12月１日から

適用される。 

このことから、ニホンウナギの稚魚（以下「シラスウナギ」という。）を採捕するため

には、漁業の許可の対象とするなどの措置をとる必要がある。都道府県漁業調整規則の規

制の適用を除外するためのシラスウナギの特別採捕許可については、自治体によっては、

自自治体の養鰻業への供給を主な目的としていたものの、知事許可漁業によるシラスウナ

ギの採捕は、内水面漁業の振興に関する法律（平成 26年法律第 103号。以下「内水面振興

法」という。）第 26条第１項に基づく我が国のうなぎ養殖業における国内全体の池入れ数

量を満たすシラスウナギを供給することを主な目的とすべきであることに留意されたい。 

また、シラスウナギを特定水産動植物等の国内流通の適正化等に関する法律（令和２年

法律第 79号。以下「水産流通適正化法」という。）第２条第１項における特定第一種水産

動植物の対象とすべく手続を進めていること等を踏まえ、早急かつ的確に制度を構築する

必要がある。 

 くわえて、漁業法では特定水産動植物採捕の罪等が創設されるなど大幅に罰則が強化さ

れていることなどを踏まえ、より一層、関係機関と緊密な連携を図り、徹底した指導・取

締りを行っていく必要がある。 

このため、シラスウナギを採捕する漁業について、知事許可漁業への移行を円滑に進め、

適切な管理となるよう、制限措置、許可の条件等を含む規制の方法について、別紙のとお

り留意事項を取りまとめたので、シラスウナギの採捕実態のある都道府県においては、当

該内容を踏まえ、早急に関係者間の協議、紛争の防止や解決等を進め、適切な制度を構築

されたい。 

8



 

 

 

 

（別紙） 

 

１．許可を受ける者について 

漁業の許可は、漁業を営む者に対して行うものであることから、都道府県知事は実際

に採捕行為を行い漁業を営む個人又は法人に対して許可する必要がある。 

また、許可を受ける者に漁業従事者がいる場合には、雇用契約を締結するなど許可を

受ける者と漁業従事者の関係を明確にさせるとともに、許可の申請に際して許可の判断

に関し必要と認める書類として都道府県知事は漁業従事者の一覧の提出を求め、変更の

都度修正したものを届出させる等の方法で漁業従事者を把握し、許可を受ける者に適切

に管理するよう指導する必要がある。 

さらに、漁業協同組合や漁業協同組合連合会（以下「漁協等」という。）が許可を受

ける場合には、当然、当該漁協等は、漁業を自営するための水産業協同組合法（昭和 23

年法律第 242号）の規定に基づく必要な手続がなされている必要がある。また、漁業の

許可を受けた漁協等の漁業従事者が漁業法に違反した場合には、同法第 197条の規定に

より、漁業の許可を受けた漁協等自体も罰せられることとなり、漁協等が受けた許可等

の適格性が喪失する可能性があることに留意する必要がある。 

 

２．制限措置について 

  制限措置については、これまでも都道府県担当者会議等において考え方を示している

ところであるが、以下の点に留意されたい。 

（１）都道府県知事は、知事許可漁業の許可又は起業の認可（以下「許可等」という。）

をしようとするときは、制限措置を定め、その内容及び許可等を申請すべき期間を公

示する必要がある（漁業法第 58条において準用する同法第 42条第１項）。 

   制限措置の事項としては、①漁業種類、②許可等をすべき船舶等の数又は漁業者の

数、③操業区域、④漁業時期等が考えられる。 

   制限措置を定めるに当たっては、知事許可漁業の許可を受けようとする者が申請の

機会を逸することがないよう、公平かつ中立なものにする必要がある。 

また、制限措置は、知事があらかじめ具体的に定めて公示するものであり、制限措

置と異なる内容により知事許可漁業を営んだ場合は違反に問われるものであることか

ら、例えば「漁業権者が同意した区域」といった、第三者により決定され変わりうる

ものとすることは適切ではないことに留意されたい。 

（２）（１）のほか、制限措置を定めるに当たっての留意すべき事項を以下に示す。 

ア 許可等をすべき船舶等又は漁業者の範囲が恣意的に限定されるような制限措置を

定めないこと。 

イ 許可等をすべき船舶等の数又は漁業者の数については、過去の採捕実績等を考慮

し、適切に管理できる数とすること。 

  ウ 制限措置については、 

（ア）船舶を使用して行う漁業とそれ以外の漁業 

（イ）使用する漁具又は漁法 

ごとに分けて定めること。 
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エ 採捕される河川等ごとに操業区域を定める場合には、特に適切に管理できる範囲

を区域とすること。 

 

３．許可の条件について 

都道府県知事は、漁業調整その他公益上必要があると認めるときは、許可等に条件を

付けることができる（漁業法第 58条で準用する同法第 44条）。条件を付ける場合には、

以下の点に留意されたい。 

（１）知事許可漁業によるシラスウナギの採捕は、内水面振興法に基づくうなぎ養殖業へ

の種苗供給を主な目的とすることから、都道府県内の養鰻業者に限定した供給や合理

的な根拠のない採捕数量の制限を条件とすることは適当ではないこと。 

（２）採捕したシラスウナギの出荷先については、漁業取締りや水産流通適正化法の適用

を念頭に必要な制限を付すことは差し支えないこと。ただし、その販売先を制限する

ことは、漁業法上の許可の条件とは別に条例等の根拠を求めることが適当であること。 

（３）全国のうなぎ養殖業の池入数量の管理のために、水産庁が都道府県にシラスウナギ

の採捕停止を要請した場合に備え、措置を講じられるようにあらかじめ公益上必要な

場合に採捕の停止を通知することがあり得る旨の条件を付すこと。 

（４）許可を受ける者の漁業従事者の管理能力に応じて漁業従事者の数を制限することは

差し支えないこと。 

（５）漁業取締りの観点から、 

  ・許可を受けた者及び漁業従事者名簿の届出 

・許可を受けた者及び漁業従事者を確認できる写真付き証明書の発行 

・現場で確認できる腕章やワッペン、帽子等の着用 

・採捕に関する記録（従事者名簿、実施計画・結果等）の簿冊の備付け 

・漁業従事者証を発行する場合には、紛失時の届出や漁業従事者でなくなった場合の

回収 

等の遵守事項を規定することは差し支えないこと。 

（６）使用する漁具や光力の制限等を設けることは差し支えないこと。 

 

４．資源管理の状況等の報告の提出について 

  資源管理の状況等の報告については、各都道府県の漁業調整規則に基づき報告される

よう許可を受けた者を指導されたい。報告内容に疑義がある、報告期限が遵守されない

などの場合には、漁業法第 176条第１項及び第２項に基づく報告徴収等を行うことを検

討されたい。 

10


































